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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

（1）対象地域 

対象市町村名   南大東村 

面    積   30.52 km2 

人    口   1,210人（令和4年12月末現在） 

 

（2）計画期間 

 本計画は、令和 6 年 4 月 1 日から令和 13 年 3 月 31 日までの 7 年間を計画期間とする。 

 なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直す

ものとする。 

 

（3）基本的な方向 

 南大東村地域（以下「本地域」という。）は、サンゴ礁（環礁）が数回にわたって隆起し

てできた島で、沖縄本島の東方約360㎞の太平洋上にある南大東島１島で形成している。島

は、南北6.5㎞、東西5.8㎞、周囲20.8㎞の楕円形の島である。また、島の面積は30.52㎢で、

島の北方8㎞隔てて北大東島、南方160㎞隔てて沖大東島（ラサ島）がある。 

 基幹産業は、大型機械化一貫作業体系によるサトウキビ作農家と製糖業である。 

 本村は離島であるため、村内で発生する一般廃棄物はできるだけ島内で適正処理・処分

を行う必要がある。よって、ごみの発生抑制、排出抑制を基本とし、住民が環境に配慮し

た行動ができるような環境づくりを行い、環境に配慮した商品や製品の購入やマイバック

の利用等を啓発していくことにより、循環型社会形成の推進を図る。 

 また、本村では、汲み取り世帯や単独処理浄化槽世帯等からの生活雑排水が公共用水域

の水質悪化の原因となっており、これらの世帯に対し、合併処理浄化槽への切り替えを推

進する。 

 

（4）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

ア 中間処理施設（ごみ焼却施設） 

 「沖縄県廃棄物処理計画（第五期）」の「広域化・集約化計画」（以下、「広域化・集

約化計画」という。）における本村の計画は、ごみの海上輸送の状況を踏まえると、島外

への搬出は難しいことから、現状の処理体制（村による単独処理）を維持するものとして

いることから、ごみ焼却施設の広域化・施設の集約化については具体的な検討は行ってい

ない。 

 したがって、当面は南大東村クリーンセンター（ごみ焼却施設）を継続使用し、適正

な維持管理、基幹的施設の改造等により施設の長寿命化を図っていく。 
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イ 資源化・粗大ごみ処理施設 

 資源ごみ・粗大ごみ処理の広域化、施設の集約化についても、ごみ焼却施設の広域化

等と同様に現状の処理体制（村による単独処理）を維持するものとしていることから、

資源化・粗大ごみ処理施設の広域化及び施設の集約化については具体的な検討は行って

いない。 

 したがって、当面は南大東村クリーンセンター内の資源化設備及び南大東村エコ・セ

ンターの粗大ごみ切断機等を継続使用し、適正な維持管理等により施設の長寿命化を図

っていく。なお、南大東村クリーンセンター内の資源化設備については、ごみ焼却施設

と併せて基幹的施設の改造を行う。 

 

ウ 最終処分場 

 最終処分場の広域化、施設の集約化についても、ごみ焼却施設の広域化等と同様に現

状の処理体制（村による単独処理）を維持するものとしていることから、最終処分場の

広域化及び施設の集約化については具体的な検討は行っていない。 

 したがって、当面は南大東村エコ・センターを継続使用するものとし、ごみの排出抑

制及び資源化の推進により埋立物の低減に努め、施設の延命化を図っていく。 

 

（5）プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

 住民がプラスチック使用製品について、無駄を控え、適切に使用することにより、プラ

スチック使用製品廃棄物の排出を抑制し、また認定プラスチック使用製品を使用するよう

ごみ分別ポスターやホームページ等で啓発・情報提供を行う。また、小中学校と連携し環

境学習も行う。 

 プラスチック資源は当面の間、燃えるごみとして焼却処理を継続するが、今後コストや

環境影響等の情報収集を行い、財政状況等を踏まえながら分別収集・再商品化の実施方法

や実施時期について検討を行う。 
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２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

（1）一般廃棄物等の処理の現状 

 令和4年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図1のとおりである。 

 総排出量は500トンであり、再生利用される「総資源化量」は31トン、リサイクル率（＝

(直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回収量)/(ごみの総処理量＋集団回収量)）

は6.2％である。 

 中間処理による減量化量は382トンであり、排出量のおおむね8割が減量化されている。

また、排出量の約17％に当たる87トンが埋め立てられている。 

 なお、中間処理量のうち、焼却量は368トン/年である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）単位未満の値を四捨五入しているため、フローの前後で合計が合わない場合がある。 

 

図1 一般廃棄物の処理状況フロー 
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（2）生活排水の処理の現状 

 令和4年度の生活排水の処理の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は図2のとおりである。 

 生活排水処理対象人口は全体で1,180人であり、水洗化人口は780人、汚水衛生処理率は

66.1％である。 

 し尿発生量は170kl/年、浄化槽汚泥発生量は120kl/年であり、処理・処分量（＝収集・

運搬量）は290kl/年である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

               ※1 汚水衛生処理人口：汚水処理施設に接続されている人口。 

               ※2 総人口に対する割合は四捨五入しているため、合計が合わないことがある。 

               ※3 人口は令和4年9月末日現在の値である。 

 

図2 生活排水の処理状況フロー 
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（3）一般廃棄物等の処理の目標 

 本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表

1のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 

表1 減量化、再生利用に関する現状と目標 

指   標 
現状（割合※1） 

（令和4年度） 

目標（割合※1） 

（令和13年度） 

排 出 量 

事業系 総排出量 

  １事業所当たりの排出量※2 

生活系 総排出量 

  １人当たりの排出量※3 

合 計 事業系生活系排出量合計 

175 

1.7 

325 

254 

500 

トン 

トン/事業所 

トン 

ｋｇ/人 

トン 

 

 

 

 

 

153 

1.4 

284 

195 

437 

トン 

トン/事業所 

トン  

ｋｇ/人 

トン 

(-12.6%) 

(-19.2%) 

(-12.6%) 

(-23.2%) 

(-12.6%) 

再生利用量 
直接資源化量 

総資源化量 

0 

31 

トン 

トン 

(0.0%) 

(6.2%) 

0 

55 

トン 

トン 

(0.0%) 

(12.6%) 

エネルギー

回 収 量 

エネルギー回収量（年間の発電電力

量及び熱利用量） 

― 

― 
  

― 

― 
  

最終処分量 埋立最終処分量 87 トン (17.4%) 75 トン (17.2%) 

※1 排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収量

に対する割合 

※2 （1事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝／（事業所数） 

※3 （1人当たりの排出量）＝｛(生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）｝／（人口） 

≪用語の定義≫ 

排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位:トン〕 

総資源化量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕 

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位：GJ〕 

最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）単位未満の値を四捨五入しているため、フローの前後で合計が合わない場合がある。 

 

図3 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー 
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（4）生活排水の処理の目標 

 生活排水については、表2に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の普及および農業集落

排水処理施設への接続を進めていくものとする。 

 

   表2 生活排水処理に関する現状と目標 

  令和 4 年度実績 令和 13 年度目標 

処
理
形
態
別
人
口 

公共下水道 0 人 ( 0.0%) 0 人 ( 0.0%) 

農業集落排水施設等 675 人 (57.2%) 741 人 (60.3%) 

合併処理浄化槽等 105 人 ( 8.9%) 132 人 (10.7%) 

未処理人口 400 人 (33.9%) 355 人 (28.9%) 

合 計 1,180 人  1,228 人  

し
尿･

汚
泥
の
量 

くみ取りし尿量 170 ｷﾛﾘｯﾄﾙ  151 ｷﾛﾘｯﾄﾙ  

浄化槽汚泥量 120 ｷﾛﾘｯﾄﾙ  136 ｷﾛﾘｯﾄﾙ  

合 計 290 ｷﾛﾘｯﾄﾙ  287 ｷﾛﾘｯﾄﾙ  

              ※1 総人口に対する割合は四捨五入しているため、合計が合わないことがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

               ※1 総人口に対する割合は四捨五入しているため、合計が合わないことがある。 

 

図4 目標達成時の生活排水の処理状況フロー 
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３ 施策の内容 

（1）発生抑制、再使用の推進 

ア ごみの有料化 

 ごみの減量化、再生利用等に対する今後の進捗状況によっては、ごみの排出抑制を目的

とした指定袋料金の見直しについて検討を行う。 

イ 環境教育、普及啓発 

 小学校の低学年に対し、毎年1回、環境保全等に関する環境教育や環境意識を高揚する

ための普及啓発活動を行っており、今後も継続して実施する。 

 また、地域の環境活動団体等と連携しつつ、講演会の開催など、住民を対象とした環境

教育や環境意識を高揚するために普及啓発を行う。 

ウ マイバッグ・レジ袋対策 

 不要なものは買わない、物を大切にするなどの意識の啓発を図るとともに、消費者がマ

イバッグ袋等を持参する運動や事業者に対しても流通段階における過剰包装を自粛する

よう指導していく。 

エ ごみ分別の推進 

 ごみの分別種類は、燃えるごみ、燃えないごみ、資源ごみ、有害ごみ、粗大ごみの5種

分別となっている。なお、資源ごみは缶類、びん、ペットボトルに分け、資源化を行って

いる。 

 今後は、現状では分別していない小型家電やプラスチック使用製品等の分別収集につ

いて検討していく。 

オ 生ごみの減量対策 

 生ごみの減量及び有効利用を図ってもらうため、各家庭で身近にできる堆肥化方法を

紹介するなど、生ごみの減量対策について普及啓発を行う。 

カ 事業系一般廃棄物の減量化対策 

 年間一定量以上の事業系一般廃棄物を排出する事業者に対しては、事業場における事

業系一般廃棄物の減量及び適正処理について指導していく。 

キ 生活排水対策 

 家庭等から排出される汚濁負荷量の削減のため、以下の啓発活動を実施する。 

・ホームページ、広報誌、ポスター等による広報活動 

・洗剤の適正使用 

・廃油ポット、三角コーナーネット、拭取紙等の排出抑制用品の普及啓発 
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（2）処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

 本村のごみの分別種類等は、表3の通りである。 

 分別区分の現状は、燃えるごみ、燃えないごみ、資源ごみ（缶類、びん、ペットボトル）、

粗大ごみ、有害ごみの5種分別を基本としている。 

 今後も、資源ごみ類の再資源化をさらに推進していくものとし、住民及び事業者に対し

て分別排出徹底の意識啓発を行っていくものとする。 

 また、ごみの大きな割合を占める生ごみ等の有機性廃棄物については、各家庭等の自家

処理による堆肥化を推進していくものとする。 

 

イ 事業系一般廃棄物の処理体制の現状と今後 

 本地域は、大規模な事業所が少ないため、事業所から発生するごみと同様に収集してい

る状況である。今後も、家庭ごみの分別区分に準じ、収集、処分を行うものとするが、多

量に排出する事業所がある場合は、減量化に関する指導等を行う。 

 

ウ 一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後 

 現状は産業廃棄物の処理を行っておらず、今後も当面はその処理は行わない。 

 

エ 生活排水処理の現状と今後 

 生活排水の処理については、引き続き、未処理世帯（汲み取り世帯、単独処理浄化槽世

帯等）に対し、合併処理浄化槽の普及および農業集落排水処理施設への接続を推進してい

く。 
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  表3 南大東村地域の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

現 状（令和 4 年度）  今 後（令和 13 年度） 

南大東村 
分別区分 処理方法 

処理施設等 

分別区分 処理方法 処理施設等 一次処理 二次処理 

燃えるごみ 焼 却 南大東村クリーンセンター 燃えるごみ 焼 却 南大東村クリーンセンター 
(焼却灰) 

南大東村エコ・センター 

燃えないごみ 埋 立 南大東村エコ・センター 燃えないごみ 埋 立 南大東村エコ・センター  

資
源
ご
み 

缶 類 

リサイクル 南大東村クリーンセンター 

資
源
ご
み 

缶 類 

リ
サ
イ
ク
ル 

選別･圧縮 南大東村クリーンセンター 売却 

ペットボトル ペットボトル 選別･圧縮 南大東村クリーンセンター 処理委託 

びん類 びん類 再資源化 南大東村クリーンセンター 処理委託 

粗大ごみ 破砕選別等 南大東村エコ・センター 粗大ごみ 破砕選別等 南大東村エコ・センター 

(可燃物) 

 南大東村クリーンセンター 

(金属類) 

 売却 

(破砕残渣) 

 南大東村エコ・センター 

有害ごみ リサイクル 委託 有害ごみ 選別・保管 南大東村エコ・センター 適正処理委託 
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（3）処理施設の整備 

ア 廃棄物処理施設 

 一般廃棄物の適正処分を実施するため、表4のとおり必要な施設整備を行う。 

 

  表4 整備する処理施設 

事業 

番号 

整備施設種類 

施設名 
事 業 名 

処理 

能力 
設置予定地 事業期間 

国土 

強靭化 

プラ要件

化の経過

措置の適

用事業 

1 

南大東村 

クリーンセン

ター 

ごみ焼却施設基

幹的設備改造事

業（仮称） 

3t/日 
南大東村字池

之沢1-1 
R8～R9 ― ― 

（整備理由） 

事業番号1 既存施設の老朽化 

 

イ 合併処理浄化槽の整備 

 合併処理浄化槽の整備については、令和6年度～令和12年度に表5のとおり行う。 

 

  表5 合併処理浄化槽の整備計画 

事  業 

直近の整備済 

基数（基） 

（令和4年度） 

整備計画基数 

（基） 

整備計画人口 

（人） 
事業期間 国土強靭化 

浄化槽設置整備事業 0 7 21 R6～R12 ― 

 

（4）施設整備に関する計画支援事業 

 (3)の施設整備に先立ち、表6のとおり計画支援事業を行う。 

 

  表6 実施する計画支援事業 

事業 

番号 
事 業 名 事 業 内 容 事業期間 

1 
ごみ焼却施設基幹的設備改造事業（仮称）（事業番号

1）に係る計画支援事業 
仕様書作成等 R7 
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（5）その他の施策 

 その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

ア 廃家電・使用済み小型家電のリサイクルに関する普及啓発 

 廃家電等（家電リサイクル法対象品目、パソコン）のリサイクルについては、特定家庭

用機器再商品化法及び資源有効利用促進法に基づく、適切な回収、再商品化がなされるよ

う、引き続き関係機関や小売店などと協力して、普及啓発を行う。 

 また、使用済み小型家電のリサイクルについては、沖縄本島の家電量販店などと協力し

て、適正処理体制の確保に取り組んでいく。 

イ 不法投棄対策 

 村内の各区などと一体となった普及啓発により、分別区分の徹底を進めるとともに、特

に不法投棄が多い場所についてはパトロールの強化や立て看板の設置などを行い、不法

投棄防止を図る。また、ごみ分別ポスターやホームページ等に不法投棄が犯罪である旨の

掲載をするなどし、不法投棄防止について広く周知する。 

ウ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

 本村は離島であるため、災害時の他自治体への協力要請等は困難な地理的条件にある。

そのため、災害時の廃棄物の受入先は村内のごみ処理施設に限定されることから、災害時

においては収集運搬道路の確保と処理施設の復旧を優先とする体制の整備を行う。 

 また、南大東村地域における災害廃棄物処理計画について、計画期間内に策定を行う。 

 

４ 計画のフォローアップと事後評価 

（1）計画のフォローアップ 

 本村は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて

沖縄県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

 

（2）事後評価及び計画の見直し 

 計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとめた時点で、速やかに計

画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。また、評価の結果を公表するとともに、評価

結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

 なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すもの

とする。 

 



様式１

１　地域の概要

（１）地域名 1,210人

（４）構成市町村等名

*交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに○を付ける。

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和13年度

161 184 166 179 180 175 153 （R4比-12.6%）

1.75 2.01 1.79 1.87 1.85 1.72 1.39 （R4比-19.2%）

300 342 307 331 334 325 284 （R4比-12.6%）

214 252 224 247 251 254 195 （R4比-23.2%）

461 526 473 510 514 500 437 （R4比-12.6%）

0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

33 (7.2%) 34 (6.5%) 34 (7.2%) 33 (6.5%) 30 (5.8%) 31 (6.2%) 55 (12.6%)

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

最終処分量 76 (16.5%) 93 (17.7%) 86 (18.2%) 90 (17.6%) 91 (17.7%) 87 (17.4%) 75 (17.2%)

※　別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付する。

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

埋立最終処分量（トン）

合計     事業系生活系の総排出量合計（トン）

再生利用量
直接資源化量（トン）

総資源化量（トン）

エネルギー回収量 エネルギー回収量
（年間の発電電力量　MWH）

（年間の熱利用量　GJ）

（６）構成市町村に一部事務組合等が含まれ
る場合、当該組合の状況

組合を構成する市町村：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立(予定)年月日：　　　年　　　月　　　日設立、認可予定
設立されていない場合、今後の見通し：

指標・単位
年

過去の状況・現状（排出量等に対する割合） 目　標

排出量

事業系　総排出量（トン）

　　　　　　1事業所当たりの排出量（トン/事業所）

生活系　総排出量（トン）

　　　　　　1人当たりの排出量（ｋｇ/人）

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画　総括表１

南大東村地域 （２）地域内人口 （３）地域面積 30.52km2

南大東村 （５）地域の要件* 人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪、山村　半島　過疎　その他



３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

（１）現有施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工年月 廃止又は休止（予定）年月 解体（予定）年月

ごみ焼却施設
南大東村

クリーンセンター
南大東村 機械化バッチ燃焼式 3t/日 H12.5 ― ―

最終処分場
南大東村

エコ・センター
南大東村 ― 約4,500㎥ H22.4 ― ―

（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工予定年月 更新（改良）・新設理由
廃焼却施設解体の有
無（解体施設の名称）

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

想定される浸水深と
対策

プラスチック再商品
化を実施するための
施設整備事業

備考

ごみ焼却施設
南大東村

クリーンセンター
南大東村 機械化バッチ燃焼式 3t/日 R10.3 施設の老朽化 無 ― 0 ―

H25に基幹的設備改造

想定される浸水深と対策

（浸水は想定されていない）

（浸水は想定されていない）

備考



目 標

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和13年度

総人口 1,278 1,251 1,250 1,234 1,234 1,180 1,228

0 0 0 0 0 0 0

0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

501 499 482 482 576 675 741

39.2% 39.9% 38.6% 39.1% 46.7% 57.2% 60.3%

105 105 105 105 105 105 132

8.2% 8.4% 8.4% 8.5% 8.5% 8.9% 10.7%

未処理人口 672 647 663 647 553 400 355

基数 処理人口 開始年度 基数 処理人口 目標年次

南大東村 0基 0人 ― 7基 21人 令和13年度浄化槽設置整備事業

※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付のこと。

汚水衛生処理人口
合併処理浄化槽等

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生未処理人口

※ 参考として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付のこと。

５　浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

施 設 種 別 事 業 主 体
現 有 施 設 の 内 容 整 備 予 定 基 数 の 内 容

備 考

４　生活排水処理の現状と目標

指標・単位

過 去 の 状 況 ・ 現 状

汚水衛生処理人口

汚水衛生処理人口

公共下水道

集落排水施設等

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率



様 式 ２

事　業　名　称 単位 開始 終了
令和
6年度

令和
7年度

令和
8年度

令和
9年度

令和
10年度

令和
11年度

令和
12年度

令和
6年度

令和
7年度

令和
8年度

令和
9年度

令和
10年度

令和
11年度

令和
12年度

793,100 0 0 396,550 396,550 0 0 0 779,988 0 0 389,994 389,994 0 0 0

1 南大東村 3 t/日 R8 R9 793,100 0 0 396,550 396,550 0 0 0 779,988 0 0 389,994 389,994 0 0 0

2,324 332 332 332 332 332 332 332 2,324 332 332 332 332 332 332 332

南大東村 7 基 R6 R12 2,324 332 332 332 332 332 332 332 2,324 332 332 332 332 332 332 332

9,900 0 9,900 0 0 0 0 0 9,900 0 9,900 0 0 0 0 0

1 南大東村 R7 R7 9,900 0 9,900 0 0 0 0 0 9,900 0 9,900 0 0 0 0 0

805,324 332 10,232 396,882 396,882 332 332 332 792,212 332 10,232 390,326 390,326 332 332 332

※１ 事業番号については、計画本文３(3)表４等に示す事業番号と一致させること。
※２ 実施しない事業の欄は削除して構わない。
※３ 同一施設の整備であっても、交付金を受ける事業主体ごとに記載する。
※４ 事業が地域計画を跨ぐ場合は地域計画期間内の事業期間を記入し、備考欄に全体の事業期間を記載すること。なお、事業期間は交付対象外部分のみを行う期間も含む。
※５ 廃焼却施設の解体と新施設の建設を異なる事業主体が実施する場合は、それぞれの事業費を別行で記載すること。

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２

事業主体
名　　　称

※２

事業期間
※5

備　　考

事　業　種　別 総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）

合     　　計

事業
番号
※１

規　模

○廃棄物処理施設基幹的設備改造に関する事
業

ごみ焼却施設基幹的設備改造事業（仮称）

○施設整備に関する計画支援事業

ごみ焼却施設基幹的設備改造事業（仮称）
（事業番号1）に係る計画支援事業

○浄化槽に関する事業

浄化槽設置整備事業



【参考資料様式２】 

施設概要（エネルギー回収施設系） 

都道府県名 沖縄県  

 

(1) 事業主体名  南大東村 

(2) 施設名称  南大東村クリーンセンター 

(3) 工期※1  令和 8 年度～令和 9 年度 

(4) 施設規模  処理能力 3ｔ/日（3ｔ/日×1炉） 

(5) 形式及び処理方式  機械化バッチ燃焼式 

(6) 余熱利用の計画 
 １．発電の有無    有（発電効率  ％） ・ 無 

 ２．熱回収の有無      有（熱利用率  ％） ・ 無 

(7) 地域計画内の役割※2  可燃性ごみの適正処理 

(8) 廃焼却施設解体 

  工事の有無 
  有   無 

 

 「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

(9) 燃料の利用計画 
 

 

 「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10) バイオガス 

   熱利用率 
 

(11) バイオガスの利用 

   計画 
 

 

(12) 総事業計画額 ※2 
 793,100 千円 

 うち、交付対象事業費 779,988 千円 

 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、金額を括弧書

きすること。 

※2 基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。また、二酸化炭素排出抑制対策

事業費等補助金を活用する場合は、廃棄物処理施設で生じた熱や発電した電力を地域でどう利活用するかについ

ても記載すること。 

 

  



【参考資料様式７】 

施設概要（浄化槽系） 
都道府県名 沖縄県  

 

(1) 事業主体名 南大東村 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 
生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、し尿と雑排水を併せて

処理する浄化槽の整備を推進する。 

(4）事業期間 
（生活排水処理基本計画期間） 

令和6年度～令和12年度 

(5) 事業対象地域の要件 人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪、山村 半島 過疎 その他 

(6) 事業計画額 

交付対象事業費      2,324千円 
うち  （以下の事業を実施する場合） 
・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費        
                                千円 
・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費           千円 

 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
（ 21人分） 

基準額合計 総事業費 
交付対象 
事業費 

5人槽 7基（     21人分） 2,324千円 2,324千円 2,324千円 

6～ 7人槽 基（       人分）    

8～10人槽 基（       人分）    

11～20人槽 基（       人分）    

21～30人槽 基（       人分）    

31～50人槽 基（       人分）    

51人槽以上 基（       人分）    

宅内配管費 基    

撤去費 基    

雨水貯留槽
等再利用 

基    

改築費 
（災害） 

基    

改築費 
(長寿命化) 

基    

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費    

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 
7基（    21人分） 

※基数の合計には、宅内配管
費、撤去費、改築費を除く。 

2,324千円 2,324千円 2,324千円 

 



【参考資料様式８】 

計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名 沖縄県  

 

(1) 事業主体名 南大東村 

(2) 事業目的 ごみ焼却施設基幹的施設整備のため 

 

(3) 事業名称 

 

ごみ焼却施設基幹的設

備改造事業（仮称）（事

業番号1）に係る計画支

援事業 

 

 

(4) 事業期間※1 令和7年度 
令和  年度 ～  

    令和  年度 

令和  年度 ～  

    令和  年度 

(5) 事業概要 
ごみ焼却施設基幹的設

備改造事業に係る発注

仕様書作成等 
 

 

 

(6)総事業計画額※1 
９,９００千円 

うち、交付対象事業費 ９,９００千円 

 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、金額を括弧

書きすること。 
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人口の実績値と予測値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所数の実績値と予測値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※H29～R4 の事業所数は、経済センサスにて調査されている R1 及び R3 以外は推計値となっている。 

 

  

1,278 1,251 1,250 1,234 1,234 
1,180 1,198 

1,217 1,235 1,233 1,232 1,230 1,229 1,227 1,228 

0人

500人

1,000人

1,500人

2,000人

2,500人

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

実績値 予測値 

88 88 89 92 94 
98 99 101 103 102 102 102 102 102 102 

0

50

100

150

200

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

実績値 予測値 

（事業所） 
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事業系ごみ総排出量の実績値と目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1事業所あたりの排出量の実績値と目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

161 
184 

166 179 180 175 175 174 173 170 167 163 159 156 153

0t/年

200t/年

400t/年

600t/年

800t/年

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

実績値 目標値 

1.75 

2.01 

1.79 
1.87 1.85 

1.72 1.70 
1.64 1.60 1.58 1.55 1.50 1.46 1.42 1.39 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

実績値 目標値 

（t/事業所） 
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生活系ごみ総排出量の実績値と目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1人あたりの排出量の実績値と目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

300 
342 

307 
331 334 325 325 323 322 315 309 302 296 289 284 

0t/年

200t/年

400t/年

600t/年

800t/年

1,000t/年

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

実績値 目標値 

214 

252 

224 

247 251 254 248 241 234 227 221 214 207 201 195

0kg/人

100kg/人

200kg/人

300kg/人

400kg/人

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

実績値 目標値 
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資源化量・排出量に対する資源化量の割合の実績値と目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エネルギー回収量の実績値と目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

33 34 34 33 
30 31

35 
38 

41 
44 46 

49 51 53 55 

7.2%
6.5%

7.2%

6.5%

5.8%
6.2%

7.0%
7.6%

8.3%

9.1%
9.7%

10.5%
11.2%

11.9%
12.6%

0%

5%

10%

15%

0t

50t

100t

150t

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

実績値 目標値 

資源化量 

排出量に対する 

資源化量の割合 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
0MWh

20MWh

40MWh

60MWh

80MWh

100MWh

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

実績値 目標値 

エネルギー回収は行っていない 
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最終処分量・排出量に対する最終処分量の割合の実績値と目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

汚水衛生処理人口と汚水衛生処理率の実績値と目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

76 

93 
86 90 91 87 87 86 86 84 82 80 78 76 75 

16.5%
17.7% 18.2% 17.6% 17.6% 17.7% 17.4% 17.3% 17.4% 17.3% 17.2% 17.2% 17.1% 17.1% 17.2%

0%

10%

20%

30%

0t

100t

200t

300t

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

実績値 目標値 

最終処分量 

排出量に対する  

最終処分量の割合 

501 499 482 482 576 
675

105 105 105 105
105

105

672 647 663 647 553 400

1,278 1,251 1,250 1,234 1,234 
1,180 

694 712 730 737 737 737 739 739 741 

108 111 114 117 120 123 126 129 132 

396 393 391 379 375 370 364 359 355 

1,198 1,216 1,235 1,233 1,232 1,230 1,229 1,227 1,228 

47.4% 48.3% 47.0% 47.6%

55.2%

66.1% 66.9% 67.7% 68.3% 69.3% 69.6% 69.9% 70.4% 70.7% 71.1%

0%

20%

40%

60%

80%

0人

500人

1,000人

1,500人

2,000人

2,500人

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

実績値 目標値 

合併処理浄化槽等 

未処理人口 

集落排水施設等 



 

計画地域内の施設の状況 

 

 

 

別添資料2 

北大東島 

沖縄本島 

南大東島 

南大東村クリーンセンター 

（一般廃棄物焼却施設） 

南大東村エコ・センター 

（一般廃棄物最終処分場） 

南大東村役場 



0.5m未満

1.0m未満

2.0m未満

3.0m未満

4.0m未満

5.0m未満

5.0m以上

南大東村高潮浸水想定マップ

南大東村クリーンセンター
（一般廃棄物焼却施設）

南大東村役場

南大東村エコ・センター
（一般廃棄物最終処分場）
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南大東村クリーンセンター
（一般廃棄物焼却施設）

南大東村津波浸水想定マップ

南大東村役場

南大東村エコ・センター
（一般廃棄物最終処分場）

0.01m以上0.3m未満

0.3m以上1.0m未満

1.0m以上2.0m未満

2.0m以上5.0m未満

5.0m以上10.0m未満

10.0m以上20.0m未満

20.0m以上
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